
2021年介護報酬改定研修会 
～リハビリテーションの視点から～ 



講師紹介 
初台リハビリテーション病院 

通所リハビリテーション 責任者 新井山欣也 

訪問リハビリテーション 責任者 和仁久見子 

 

２０２１年度介護報酬改定についてリハビリテーションの視点で、
皆様から頂いた質問の回答含めてお伝えします。 

 



本日の流れ   
１．受傷・発症後のリハビリテーションのイメージ 

  ①医療保険のリハビリテーション 

  ②介護保険のリハビリテーション 

２．介護報酬改定の変遷 

３．2021年度介護報酬改定のポイント 

  事前にいただいた質問にも答えます 

４．質疑応答 



１．受傷・発症後の 
  リハビリテーションイメージ 



※介護給付分科会資料抜粋 

受傷・発症後のイメージ 



①医療保険のリハビリテーション 



医療保険のリハビリテーション 
主な対象疾患と期間 

•脳血管疾患：発症から180日まで 

•運動器疾患：発症から150日まで 

•廃用症候群：発症から120日まで 

•心大血管疾患：発症から150日まで 

•呼吸器疾患：発症から90日まで 

その他、がん、障害児等あり 

 

この期間以降は原則介護保険認定者については介護保険へ移行。
（除外対象疾患あり） 



除外対象疾患 

以下の患者のうち治療継続により状態の改善が期待できると医学的に判断
される場合 

• 失語症、失認および失行症 

• 高次脳機能障害 

• 重度の頚髄損傷 

• 頭部外傷および多部位外傷 

• 軸索損傷の状態にある末梢神経損傷（発症1年以内） 

• 外傷性肩関節腱板損傷（受傷後180日以内） 

• 回復期リハ病棟入院料算定患者 

• 回復期リハ病棟退棟後3月以内 

 

その他、治療上有効であると医学的に判断される場合 
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医療保険と介護保険の併用について 

○同時期に両方のリハビリを受けることはできない。 

○また、再発等状態に大きな変化がなければ介護保険
のリハビリを利用している方が医療保険のリハビリを
利用することはできない。 

 

○医療保険から介護保険にスムーズに移行ができるよ
う、介護保険のリハビリを開始した月を含む翌々月ま
で併用が可能（3か月間だが一部単位制限あり） 

※移行を原則としているため、介護保険のリハビリを
やめて外来リハビリを残すということはできない。 



受傷後のイメージ 

除外対象疾患の方のみ継続 

医療保険 
介護保険 



②介護保険のリハビリテーション 

 a 通所リハビリテーション 
 
 b 訪問リハビリテーション 



a 通所リハビリテーション 



通所リハとは 
定義：介護老人保健施設、病院、診療所その他厚生労働省令で定
める施設で行う、居宅要介護者に対する、心身の機能の維持回復
を図り、日常生活の自立を助けるための理学療法、作業療法その
他必要なリハビリテーション 

対象：要介護、要支援の認定を受けた方 

規模：通常、大規模（Ⅰ）、大規模（Ⅱ） 

時間：1～2時間、2～3時間、3～4時間、4～5時間、5～6時間、6
～7時間、7～8時間 



通所リハに求められる機能 

※全国デイ・ケア協会資料 



b 訪問リハビリテーション 



訪問リハとは 
通院が困難な利用者に対して、指定訪問リハビリテーションの事
業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が計画的な医学的
管理を行っている当該事業所の医師の指示に基づき、指定訪問リ
ハビリテーションを行うもの。 
 

通院が困難な利用者とは：通所リハビリテーションのみでは、
ADLの自立が困難である場合は訪問リハビリテーションの提供が
可能 

⇒「通院が困難な利用者」の趣旨は、通院により、同様のサービ
スが担保されるのであれば、通所系サービスを優先すべきという
ことである 



訪問リハビリテーションの種類と差 

事業所 訪問看護ステーション 病院・診療所・老健・介護医療院 

医師の診察 ― あり（３か月１回） 

リハビリ実施形態 看護業務の一環として看護師の代わり
でリハビリ実施 

事業所の医師の指示でリハビリ実施 

１週間当たりの訪問回数 
週６回まで 

１日２回を超えた場合１０％減算 
週６回まで 

退院直後のリハビリ ― 退院後３か月は１２単位まで 



 訪問の流れ（介護保険） 

訪問 
看護 
指示書 

診療 
情報 
提供書 

かかりつけ医 かかりつけ医 

訪問看護ステーション 訪問リハ事業所 

診療 
情報 
提供書 
（返信） 

PT  OT  ST Ns 

 利用者  

PT  OT  ST 

（診察） 

（指示） 

 利用者  

報告書 
計画書 

（リハ） 
（リハ） （看護） 

3月ごと 

3月ごと 

1～6月 

医師 



２．介護報酬改定の変遷 

   リハビリテーションの視点から 



介護報酬の変遷からみるリハビリの流れ 

通所 訪問 

平成12年 
2000年 

介護保険法施行 
老人デイ・ケア料→通所リハビリテーション 

介護保険法施行 
訪問リハビリテーション開設 

平成15年
2003年 

個別リハ加算の新設  日常生活活動訓練加算の新設 

平成18年
2006年 

リハマネ加算の新設 
短期集中リハ加算新設40分 
介護予防通所リハの新設 
 

リハマネ加算の新設 
短期集中リハ加算新設（１か月以内と
１か月超～３か月以内の2種類） 
 



介護報酬の変遷からみるリハビリの流れ 

通所 訪問 

平成21年
2009年 

短時間通所リハの新設  
短期集中リハ加算（3ヶ月越えは個別リ
ハ加算へ） 

サービス提供体制強化加算新設 

平成24年
2012年 

個別リハの複数算定可 
リハマネ加算の居宅訪問が必須 

同一事業所減算 
訪問介護連携加算新設 

平成27年
2015年 

生活行為向上の新設．リハマネ加算Ⅱ
（リハ会議）新設 
個別リハが基本リハ部分に包括化．社会
参加支援加算新設 
 

リハマネ加算Ⅱ（リハ会議）新設 
社会参加支援加算新設 
短期集中加算1本化（3か月以内） 



介護報酬の変遷からみるリハビリの流れ 

通所 訪問 

平成30年
2018年 

基本単位の見直し  
★医師の関与強化・明確化 
介護予防リハマネ加算新設 
リハマネ加算Ⅰ・Ⅱの見直し．加算
Ⅲ・Ⅳの新設 
リハビリ提供体制加算の新設 
生活機能向上連携加算 など 
 

基本単位の見直し  
★医師の関与強化・明確化 
専任の常勤医師の配置と未実施減算新設 
介護予防リハマネ加算新設 
リハマネ加算Ⅰ・Ⅱの見直し．加算Ⅲ・Ⅳの
新設 医師のリハ会議TV電話参加許可 
介護医療院による訪問リハ新設 
訪問介護連携加算廃止 
など 

令和3年 
2021年 

基本単位の見直し  
各種加算の見直し 
リハマネ加算 
移行支援加算 
生活行為向上加算 
要支援長期利用者の減算 など 

基本単位の見直し  
各種加算の見直し 
リハマネ加算 
移行支援加算 
生活行為向上加算 
要支援長期利用者の減算 など 



３．２０２１年度介護報酬改定ポイント 





①LIFEについて 
②リハビリテーションマネジメント加算 
③移行支援加算 
④生活行為向上リハビリテーション（通所） 
⑤介護予防リハビリテーション減算 



①LIFEについて 



















LIFEの概要 

・科学的介護情報システム 

   Long-term care Information system For Evidence 

・エビデンスに基づいた介護の実践 

・科学的に妥当性のある指標等からの収集・蓄積および分析 

・分析の成果を現場にフィードバックすることで、さらなる科学
的介護を推進 

 

※事業所から国へデータを提出し、ご褒美として得られる加算で
はない。 



②リハビリテーションマネジメント加算 





リハビリテーションマネジメント加算 

リハマネ加算Ⅰ 

基本報酬 

リハマネ加算Ⅱ 

リハマネ加算Ⅲ 

リハマネ加算Ⅳ 

リハマネ加算B 

リハマネ加算A 

基本報酬 

B（イ） 

A（イ） 

LIFE 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

      

改訂前 改訂後 

B（ロ） 

A（ロ） 

リハ会議：Drによる説明 

リハ会議：セラピストによる説明 



リハマネ加算見直しの概要 

・加算（Ⅰ）は基本報酬に内包 

・医師の関与が強化され、リハビリテーション会議が必須要件 

・リハマネ加算Aはセラピストからの説明が主 

・リハマネ加算Bは医師からの説明が主 

・（イ）はLIFEなし。（ロ）はLIFEあり。 

 



③移行支援加算 





参考資料：移行先一覧 

※２０１８年改訂資料抜粋 



移行支援加算の概要 

•社会参加支援加算から「移行支援加算」に名称変更 

• ADL・IADLの改善および社会参加に資する取り組みをしている
事業所、回転率の高い事業所を評価（継続） 

•加算対象者については、終了後の移行先（通所介護等）へのリ
ハビリテーション計画書での情報提供が必要 

 

Q延月数はどのように算出していますか？ 

A 1月から12月までの期間内の毎月の利用者人数の合計が延べ
月数になります。 



延べ月数の算定方法 

1月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

Aさん ７ 

Bさん 11 

Cさん 7 

Dさん 12 

Eさん 5 

Fさん 7 

49 
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④生活行為向上リハビリテーション実施加算 
              （通所） 







生活行為向上リハビリテーション実施加算の概要 
・3か月後の減算の廃止。6か月まで単一単位へ。 
・セラピストの居宅訪問（1か月に1回）での生活行為の評価が
必須要件に。 
Q：短期集中個別リハビリテーション実施加算、認知症短期集
中リハビリテーション実施加算との違いは？ 
A： 
 

算定期間 対象 要件 

短期集中個別 
リハビリテーション実施加算 

3月 退院した方 認定を受けた方 
退院（所）日～起算 認定日～起算 

１週間に２日以上 
個別リハ４０分以上 

認知症短期集中 
リハビリテーション実施加算 

3月 専門医が認定した方 
MMSE、HDS-R5～25点 
退院（所）日～起算 通所開始日～起算 

１週間に２日が限度 
個別リハ２０分以上 

生活行為向上 
リハビリテーション実施加算 

6月 加齢や廃用症候群により生活機能が低下
した方  
リハマネ加算算定者 

居宅訪問1カ月に1回 
※短期集中加算との併用はできない 





⑤介護予防リハビリテーションの減算 









介護予防リハビリテーションの減算の概要 

・利用から12月を超える利用者の減算 

・長期利用者については一定期間で、適切な利用状況にあるかど
うか見直すよう求められている。 



【共有】渋谷区のサービス利用状況 



ご清聴ありがとうございました 


